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地下鉄事業における関連事業 の必要性 と
経営改革に向けての考察
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す る場合 を除 き3),少なくとも営業費用 と支払利息が営業収益 によって賄われなければならな
い.し か し,2003年度の地下鉄事業を行う地方公営企業9者4)(以下,「地下鉄事業者」という)
の総収益が5,443億円に対 して,総 費用が6,135億円に嵩 んで純損益が692億円の赤字`)と
なっていることか ら地方公営企業法の独立採算原則からは問題があるといえる.
このような状況か ら地下鉄事業者は,総務省の指導により経営健全化計画を作成 して経営再
建へ 向けて努力 を始めたところであるが,そ の計画の中には大手私鉄やJRが行っている関連
事業による経営資源の有効活用について多 く書かれていない.
これに対 し,大手私鉄やJRは駅舎や鉄道線路によって駅周辺地域が分断 し,問題が発生 し
ても,公共事業として地元行政に費用負担 を求め,橋 上駅舎化や自由通路を設置 して解決 して
いるケースがある.こ の時に一部費用を大手私鉄やJRも負担 しているが,橋 上駅舎化や自由
通路 を多角化 したセクションに不動産開発 させて関連事業を行い,そ の費用 を捻出する経営努
力 を行っている.
このように多角化 した事業組織の展開が行われてお り,大手私鉄を始めとした企業の多角化







行っている地下鉄事業者 に対 して関連事業による経営資源の有効活用の必要性 を論ずることと
す る.ま た,地 下鉄事業を取 り巻 く規制緩和やポジシ ョニ ングについても併せて紹介する.
1.2本稿 の構成
2章,3章 では地下鉄事業の現状 を説明して経営状況を把握す る.次 に4章 と5章 では,東
京地下鉄株式会社 と名古屋市営地下鉄の経営状況 と関連事業による増収策の取 り組みなどを紹
介 し,6章 では,地 下鉄事業を行っている地方公営企業における法的規制緩和の現状を紹介す
る.そ して7章 では,運 輸事業における鉄道事業の位置付け及び路線拡大 とその理想的収入の
推移を確認 し,そ の収益困難性からの解決策としてEU連 合で採用 された上下分離方式 を紹介
して,日 本におけるその議論の発生要因を検討する.そ の上で地下鉄事業のパラダイム転換に
ついて,そ の可能性を考察する.最 後に8章 では,経 営改革に向けて経営資源のポジシ ョニ ン
グを確認 し,経営改革の必要性 と今後の研究課題を述べ る.
2地 下鉄事業の現状
地下鉄事業は,大 都市の基幹公共交通機関として通勤通学等の輸送を担っている.し か し,
経営的には資本費用が多額であることか ら投下資本の回収に極めて長い期間を要 してお り,国
及び地方公共団体等からの救済措置が講 じられている状況である.
地下鉄事業の推移 は図表1の とお りである.2003年度末における営業 キロは,486kmで
1960年度末の18.7倍となっている.ま た,年間輸送人員 も地下鉄整備が進むにつれて増加 し,
2003年度末に27億3,834万人 となっている.こ れを1日 平均でみると750万人で,1960年度




シ ョック以降,建 設資材 ・工賃の高騰か ら急騰 している.こ れは資本費負担の増高を意味 して
お り,地下鉄経営を圧迫する結果となっている.
2001年度以降は,国土交通省が策定した 「公共工事 コス ト縮減対策に関する新行動計画」に
より公共工事の総合的なコス ト削減7)を行ったため,地 下鉄建設費は3分 の2に 圧縮 された.
しか し,企業債の元利償還金 は図表3に あ るとお り,2003年度末で3,296億円(う ち元金
1,767億円,利息1,529億円)に達 し,料金収入に対する割合は,73.6%となっている.今 後,
低金利による支払利息の減少分があるものの,少 子 ・高齢化の進展 により旅客の輸送需要が高
まることは期待で きない状況から企業債残高が増高 してい くことは容易に推測で き,不良債権
額が多額に積み上がってい く極めて厳 しい経営状況にあるといえる.






ある.特 に地下鉄の新線建設は,国,地 方 自治体が厳 しい財政状況に置かれている現状 を踏ま
え,将 来の地下鉄事業の財政運営に多大な影響 を及ぼす可能性が高いことから,地下鉄建設計
画は,必 要性,需 要の動向,採 算性 を十分に検討 した慎重な判断が必要 となっている.
3地 下鉄事業の経営状 況
3.1経 常収支
図表4の とお り,2003年度の地下鉄事業の総収益は5,443億円,総費用 は6,135億円 とな り,
純損益 は692億円の赤字となっている.こ のうち,利益が生 じた事業数は2事 業者9)あり,合
わせて73億円の純利益 となった.残 る7事 業者は,純損失が生 じてその金額は764億円となっ
ている.経 常収益 は5,441億円,経 常費用は6,119億円とな り経常損益は678億円の赤字 と
なっている.こ のうち,経 常利益が生 じた事業者 も前述の2事 業者で合わせて71億円となっ
た.残 る7事 業は経常損失が生 じ,その金額は749億円となっている.経 常収支比率は88.9%
とな り,依然 として多額の経常損失が生 じているため引き続 き経常収益の改善に向けた取 り組
みが必要である.な お,全 ての事業者が累積欠損金を有してお り,そ の金額は2兆832億円 と
な り累積欠損金比率は437.9%になっている.ま た,不 良債権 も有する事業者は7事 業者で,
その額は925億円に達 して不良債務比率は19.5%となっている.総 費用のうち減価償却費 支
払利息の合計が50%以上を占めてお り,多額の初期投資を要する地下鉄事業の特色を表してい
る.ま た,地 下鉄施設の改良工事 を行う費用 は,国庫補助制度 と相 まって各自治体の一般会計
から繰出基準による補助金が支出されており,隠 れた借金 となっている.
3.2資 本収支
図表5の とお り2003年度の資本的支出の総額は5,830億円である.こ のうち,建 設改良費









3.3再 建 団体 の指定
地下鉄事業が本来の役割を果たすためには,規 制緩和の進展,地 方分権の推進 国 ・地方 自
治体 とともに極めて厳 しい財政状況に対応 した事業の見直 しを続けることが必要である.
図表6に あるバス・路面電車の地方公営企業6者 は,地方公営企業法第49条の規定に基づ き,
交通事業準用再建団体の指定を受けて財政再建 に取 り組んだ.こ れらの事業者はモータリゼー
シ ョンの普及により乗客数が落ち込み,人 件費等の費用 を賄 うことができな くなったため事業
破綻 に至った.こ の経緯 を地下鉄事業者は,一 つの教訓として覚 えておかな くてはならない.
また,2004年に乗合バス事業の需給調整規制が廃止 されて,競争原理が導入されたことにより
路線バスの参入と撤退が自由化 された.こ のことによりバス路線が廃止された場合に,駅 まで
バスで来ていた地下鉄利用者がマイカーに流出する可能性があることも忘れてはならない.
これ らのことから地下鉄事業者 は収支状況を改善するため,大 手民鉄やJRの経営 と相互比
較 を行って問題点を把握 し,抜本的な経営改革を行わなければならない.少 子 ・高齢化の進展
や公共交通に対するニーズの多様化などによって,旅 客輸送需要が構造 的に右下が りとなる中
で経営改革案 を策定するためには,こ れまでの就労人口や現在の小中学生の人口を十分 に踏ま
えたより厳 しい見通 しに基づいた事業計画が必要であることは言 うまでもない.
4東 京地下鉄株式会社
4.1東 京 メ トロ10)の概要
東京地下鉄株式会社の前身は,早 川徳次が1927年に浅草～上野間で 日本初の地下鉄を開業
し,1934年に上野～新橋間を延伸 させた 「東京地下鉄道株式会社」と1938年に新橋～渋谷間を
開業 した 「東京高速鉄道株式会社」の2つ の民間会社が始 まりであるn).地下鉄建設は巨額な
資金を必要 とする割に収益力が低いため,新 たな建設が困難な状態であったことや戦時下の政
府 による統制のため,1938年に交付 された陸上交通事業調整法に基づ く交通事業調整委員会の
答 申において,地下鉄の建設 ・経営を目的 とした特殊法人を設立することとなった.1941年に
帝都高速度交通営団法により帝都高速度交通営団が設立され,2004年に東京地下鉄株式会社が
設立されるまで8路 線183.2kmを建設 した.





駅 で東急電鉄東横線 と相 互直通運転 を行 うため,2007年の 開業 を目指 して池袋 ～渋谷 間
8.9kmの建設工事を行っている.
帝都高速度交通営団は国の交通政策を執行する機関という位置付 け,首都圏における地下鉄
ネッ トワークの整備拡充とい う使命を負いながら公営交通の運営 を行ってきた.し かし,株式
会社 となった現在はネットワーク拡充の使命 を終え,鉄 道経営に専念 して自らの意思決定によ
り経営を行って完全民営化 を目指 している.こ のため,民 営化が決定 してからは民間企業とし
て経済合理性に基づいた企業経営 を徹底 し,自立するに足る収益 を継続 して確保するためにコ
ス ト削減 業務の抜本的な見直 し,新 たな収益源の設置などを行 って きた.
2003年には,これ らの成果を取 り込みなが ら 「東京メ トログループ経営計画の骨子」を取 り
まとめ,完 全民営化時点で鉄道界 トップクラスの企業 となることを目標 とした実施計画を策定
した.翌 年,こ の実施計画をベースとした経営計画 「Dash!Tokyo　Metro　Plan　2006」を発表
した.
また,民営化に向けて職員の関心や疑問に答える冊子 『営団地下鉄民営化キックオフブック』
を作成 して全職員に配布 し,役員 クラスの管理職が現業職場を訪れて民営化 について意見交換
を行 った.そ して,全 職場 に配属 させた意識改革 リーダーが中心 となって各職場における民営
化 に向けての目標を経営計画 として策定 し,同時に職員の意識改革,高 揚を行った.
4.2東 京 メ トロの経営状況
資本金は581億円あ り,株式は国が53.4%,東京都が46.6%を所有 している.2004年度決
算は,営業収益3,251億万円,営業利益659億円,経常利益435億円,純利益248億円 とな り,
1株あた り47.76円の利益 を計上 している.従 業員は8,721人が所属 し,8路 線183.2km,
168駅を運営 して1日 あたりの平均輸送人員は569万人となっている.大 手私鉄と比べて東京




が集中 しているエ リアを営業基盤 としていることやJR東 日本や大手私鉄 と相互乗 り入れを
行っていることは大 きな強みである.し かし,輸送人員が,長 引 く不況や少子 ・高齢化の影響
により1992年以降減少 していることは不安要因である.
1995年に行 った運賃改定により継続 して純利益を計上することができている.こ れには昨








4.3東 京 メ トロの関連事業
これまで鉄道事業による収入が95%以上を占め,単一事業型企業として事業活動を行って き
たが,関 連事業を収益基盤の柱の1つ に位置づけ,多 くの人が集 まる駅空間を最大の経営資源
と捉 えて関連事業部を設置 し,ステーションサービス事業,ビ ル事業,広 告事業,メ ディア事
業,高 架下事業の5つ の事業を中心に,新規事業を含めた多角的な事業展開を行っている.
グループ会社が設立 され,関 連事業に関わる子会社 と連携を取 りなが ら鉄道事業 との相乗効
果 により付加価値の高い乗客サービスを提供 し,関連事業にかかる営業収益は図表8の とお り
推移 している.
(1)ステーションサービス事業
駅を便利に楽 しく変 える 「EKIBENプロジェク ト」を推進 し,乗客の生活シーンをサポー
トするサービスを提供する.こ れまでの小型売店 とは違う 「メ トロピア」を66店舗設置 し,
コーヒーショップ,コ ンビニエンスス トア,ベ ーカリーショップ,理 髪店,ボ ディケア,リ
ペアショップ,ATMな ど通勤通学の途中に気軽に使えるサービスを提供 している.
(2)ビル事業
駅ビル又は駅 に隣接 した場所で不動産事業を行っている.「メ トロシティ南池袋」を始め
5つのオフィスビル,「ベルビー赤坂」を始めとする6つ の商業施設等の賃貸を行っている.
(3)広告事業
車内広告,駅 構内広告,イ ベント広告 を行っている.こ のメディアは東京という巨大マー
ケッ トに対 して的確にアプローチで きることか ら広告掲出料 も全国 トップクラスである.
(4)メディァ事業
光ファイバーケーブルを トンネル内に敷設 し,道路 を掘削 しな くても 「どこか らでも取出
せ,ど こへでもつながっている光ネットワーク」を合言葉に取 り組んでいる事業である.携
帯電話事業者や無線LAN事 業者が駅構 内でサー ビスを提供する際のインフラとしても光
ファイバー芯線を貸出し,無線機器設置スペースの賃貸料を含め高い収益 を得ている.
(5)高架下事業







大 きな輸送力が提供できる地下鉄の整備が不可欠 となった.名 古屋市は地下鉄による鉄道整備
を決めて1957年に名古屋駅～栄町駅 を開業 し,現在 までに89.lkmに及ぶ地下鉄ネ ットワー
クを形成 した.地 下鉄 ・市バスの一体的な経営により地下鉄は24か所のバスターミナルを中
心 に市バスと接続 し,相乗効果を発揮 して市内全域への輸送ネットワークを形成 しているが,
乗車人員は1995年度の1,131千人/日 をピークとし,微減又は横ばいに推移 している.
また,地 下鉄の運賃は1人 当た りの単価が165.35円で基本運賃が低い東京都を除 く8都市
の地下鉄事業者の中では最も低い状況にある12)が,JR東海,名古屋鉄道,近畿日本鉄道と比較




7,607億円に上っている.こ れに伴 う企業債の元金償還額 は459億円/年,支 払利息額は273
億円/年 となってお り,これを合わせた元利償還額の732億円/年 は2004年度の運輸収益674
億円を大 きく上回っている.地下鉄事業は,減 価償却費の算定基礎である資産の平均耐用年数
(約50年)に対 し,企業債償還期間(30年)が短 く,企業債元金償還額が減価償却費を上回っ
ているため,資 金収支に大きな影響 をきたしていることや地上に建設された鉄道 と乖離 した運




ことがで きな くなれば,直 ちに資金不足が生 じて しまう収支構造 となっている.
2004年度の運輸収益は674億円あ り,一般会計補助金の54億円を含めて収入全体で789億







資金手当ができたことにより単年度の資金不足 を招いていない.し か し,引 き続 き多額の資金
不足が発生することに対 し,経営健全化出資金と資金手当債の借入れに頼 らざるを得ない状況










駅 は市民や利用者が 日々行 き交 う場であることか ら,利用者の利便 向上及び収益拡大の視点
からまだまだ活用で きる可能性がある.つ まり,大手私鉄やJRの例か ら新 たな収益をあげる
方策として,駅 施設等 を新 しい技術や民間活力により特殊立地を活か した情報発信の場などと
して有効活用 し,更 なる関連事業収入の拡大 を図ることがで きると考える.
駅構 内店舗については,地 下鉄道の火災対策基準の改正により制約要因があるものの,地 下
街 に関する規制の緩和により改札外 に一定規模以上の駅構内店舗の設置が可能となるなど多様
な店舗の設置が可能 となっている.
また,広 告についても道路占用規制の緩和 に伴い,柱,床,壁 の全面を広告として活用 した
集中広告,IT技術を活用 した映像広告等の新規広告媒体の開発を行 うことができるようになっ
た.
このようなことか ら地下鉄施設の再点検 を行って資産の処分 ・貸付,有 効活用を行い,利 用
者の利便性向上と収益の拡大の観点か ら取 り組んでいかなければならない.ま た,名 古屋市の
「なごや交通戦略16)」は,公共交通利用推進の柱の一つとして,駅を中心 とした街づ くりの中で
駅勢圏を中心 とする生活圏(駅 そば)を 徒歩や公共交通で動 きやす く,生活に便利でコンパク
トなまちに誘導するため,駅 そばへの都市機能の集積や土地利用の見直 しによる立地誘導等を
図ることとしている.そ して,地 下鉄を使って人が集い,集 客施設における各種イベ ント等 と
連携することなどにより地下鉄の利用を促進する仕組みづ くりを提案 している.
6地 方公営企業関係法にお ける規制 の緩和
6.1地 方 自治法等の改正経緯
地方自治体の行政財産17)に対して私権 を設定することは一切認めないとされてきたが,1971






新設された.ま た,公 共性,公 益性が高い特定事業者に対 しても鉄道,道 路,電 線路等の施設
に使用する場合に限ってその土地に地上権 を設定できるようになった.
1986年に地方 自治体の普通財産18)である土地について土地信託制度が導入された.こ れは,
地方公共団体 を受益者 として信託した場合に限 り,その土地に建物を建設 し,その土地の管理 ・
処分を行 う目的で信託することができるようになった.1988年に1971年改正時に導入 された
行政財産である土地の合築制度が緩和され,地方自治体が資本金等 を50%以上出資 している公
益法人,株 式会社等並びに地方 自治体が行 う事務 と密接 な関係を有する事業を行っている法人
についても合築の相手先 として認められた.1989年に地方公営企業法施行令の改正があ り,地
方 自治体の行政財産 となっている土地の貸付 は合築する場合に限られていたが,地 方公営企業
の用 に供する行政財産である土地に限 り,その土地の用途 として適切 と認められる建物や施設
に使用する場合は,株式会社,有 限会社等についても貸付けの相手先 として認められた.翌 年,
株式会社等に加 えて相互会社に拡大 した.1999年にPFI法が施行 され,PFI事業 に支障しな
い範囲内で且つ安定的な収益を得ることができる場合に限 り,その土地又はPFI事業の建物に
民間収益施設を複合設置することが可能 となった.
6.2道 路法 にお ける規制緩和
地方公営企業は,地方公営企業法が制定 されて以来,企業 としての経験や実績を積み,有形 ・
無形の資産を蓄積 してきたが,そ の利用方法 については一定の規制がかけられて十分に活用 し
てきたとは言いがたい状況にあった.し かし,地方公営企業を取巻 く環境は社会経済情勢など
により大 きな変化が生 じ,赤字決算で推移 している事業も多 くあるため,環境の変化を確実に




特 に大 きな流れ となったのは,地 下鉄が道路の下にあることから道路法に関する規制緩和で
ある.
道路法第32条第1項 で 「道路 に工作物,物件又は施設を設け継続して道路 を使用する場合に
おいては,道路管理者の許可 を受けなければならない.」と規定してお り,その物件等について
は限定列挙 とし,すべての物件が道路上等に設けられる制度 とはなっていない.こ れは必要以
上の道路占用や道路管理上 ・道路構造の保全上好ましくない物件の道路占用 を排除するための




しか し,鉄道事業法第61条では,「道路に敷設 しないことを原則 とするが,や むを得ない理
由がある場合には建設(国 土交通)大 臣の許可を受けて道路に敷設することがで きる.」となっ
てお り,この主務大臣の特許に該当する道路 占用については,道路管理者の許可があったもの




第一次占用に付随 したものを第二次占用物件 としている.法 的根拠は,道 路法第41条におい
て,「道路管理者以外の者が占用物件 に関し新たに道路の構造又は(道路)交 通に支障を及ぼす
おそれのある物件を添加 しようとする行為は,新たな道路の占用 とみなす.」とし,本来の第一
次 占用に対 して独立 した占用 とみな している.
このようなことか ら地下鉄駅構内での有効活用事業 を行う場合,地 下鉄構造物は鉄道事業法










7.1鉄 道事業 の位置付 け
交通事業のインフラ建設と事業運営主体は,図 表9の ようになっている.鉄 道事業は鉄道運
営 という上部構造 と線路建設 という下部構造の両方が一つになって成立 しているが,そ れ以外
の事業はサービスの提供者とそれを支えるインフラの整備主体が異なっている.鉄道事業以外
の下部構造 は国又は地方公共団体の責任領域であ り,道路には道路整備特別会計,港 には港湾
整備特別会計,空 港には空港整備特別会計の国家予算が整備されている.し かし,鉄 道事業は
鉄道建設公団や鉄道建設 ・運輸施設整備支援機構 の仕組みが用意 されているだけで,こ れ らは




地下鉄事業者は,自らが順次建設 した複数の路線によってサービスを提供 している.図 表10
は,地 下鉄事業の理想的な営業収入の推移 を表 している.
地下鉄施設の減価償却期間は50年となってお り,その期間中は経済成長や人口流入が右上
が りに推移することを前提 にしている.図表10では,縦軸に営業収入,横軸 に年次をとってい
る.直 線1,ｌ,1"が理想的な営業収入の推移 を表 してお り,第1号 線に続いてt、年に第2号 線
が,t、年に第3号 線が開業していることを表 している.
年次を3つ の区分に分け,地 下鉄施設の減価償却費 を考えると赤字になる期間を第1期(創
設期)と し,減価償却費を含めて黒字 となる期間を第2期(投 資回収期)と し,全 ての施設費
用 を回収 し終えた時からを第3期(貢 献期)とする.直 線C1は定額法により算出された減価償
却費を含んだ経常経費を簡素化 して表現 している.ま た,固 定費については直線Cと する.
このことから,投資回収期の黒字△Pは,創 設期の赤字△0を 補填す るしくみとなっている.
また,施 設費用を含めて収支が均衡する時が投資回収期の最後 となる.
投資回収期中のt、年に第2号 線が開業 したこと,同様 に貢献期中のt、年に第3号 線が開業 し
たことによ り営業収入が増加する.こ れ らの効果は,営業収入直線1が1'に,そして1"に変化
してい く際にで きた口Sl,口S2で表 している.口Qは 第1号 線の超過運賃収入と考えること
ができるが,地 下鉄事業では,総括原価主義'9)による収支均衡が運賃認可の条件 となることか













す る際に有効な手法 とされ,高速道路や空港の滑走路整備において も活用 されてきた.し かし,
少子高齢化が進み,右 肩上が りの経済が終焉 を迎えた今 日ではこのようなシステムは維持で き
な くなっている.つ まり,地下鉄の先発路線 と後発路線における内部補助のバランスが成立 し







性から輸送主体が線路 を所有 し,効率輸送のために支配する必要があったか らだと考えられる.
上下分離方式の起源は鉄道創設期の馬車鉄道時代まで遡 り,通行料 として線路所有者が通過
貨物量 に応 じて料金 を徴収 していたこ とに始 まる.1991年にEUの 共通鉄道政策 「指令
91/440」によりEU構成国の鉄道会社 に対 して上下分離方式 とオープンアクセスの実施 を義務
付けたころから注 目を集めるようになった.ち なみに,オ リエ ント急行を運営するワゴン ・リ
社は自ら線路 を持たず,通 過する各国の鉄道会社に対 して線路使用料に相当する列車牽引料を
支払 うことにより鉄道事業を運営 している.
ここか らは,上 下一体 に運営 してきた鉄道事業を上下分離方式 にする検討を行うことになっ
たのか,そ の背景を考察する.
(1)鉄道需要の減少に伴 って事業採算が赤字化 してい くものの,鉄 道輸送の需要規模が大きく
代替手段への転換が困難であり,公共選択の結果,鉄 道事業の存続が選択 される場合.
(2)社会ニーズとして鉄道輸送力の増強や新線建設による大規模なインフラ投資が求められて
いるが,そ の実施による事業採算を図ることが困難であることから,投 資活動が実現 されな
い場合.
(3)交通手段間の負担費用の公平化,有 限資源の枯渇対策 ・温室効果ガス対策による鉄道利用
への転換を目的 として,鉄 道運賃の低減 を図ろうとする場合.
(4)供給独占による非効率経営など経営停滞の打破を目的 として,列 車運行事業について競争
入札を行い,競 争原理 によるコス トの低減やサービスの向上を図ろうとする場合.
(1),(2)のパ ターンは経済学で言 う市場の失敗20)に該当する可能性が高 く,輸送サービスと企
業採算の両立を図ることが困難であ り,公的補助投入 を前提 とす るケースである.(3)は交通政
策論における交通調整であ り,この政策を実施することにより鉄道輸送を活性化させて人間社
会 に対する環境負担を小 さくし,地球環境の改善に資することを目指 している.し かし,こ の
議論は,上 下分離方式により安い鉄道運賃の実現を目指す政策理由を盾に,公 的補助投入を前
提 とした安価なインフラ使用料を求める経営的議論に摩 り替ってしまう.こ のような議論の背
景 には,(1),(2)の問題が潜在 して鉄道輸送の将来に対する危機感が作用 していると考えられる.
一方,(4)は経営非効率要因を排 して競争原理導入を目的 としたもので,鉄 道事業 よりも電力
事業,電 気通信事業で多 く採用 されている.も し,地下鉄事業者の経営システムが非効率であ
るとするならば,地下鉄と相互乗 り入れを行っているJR,私鉄を対象に運行委託先募集のコン
ペ を行って運行業務を委託するべ きである.な お,こ の民間活力の利用は,経 営効率化 を図る
もので抜本的な経営改善を図るものではない.
7.4事 業主体 のパ ラダイム転換
今 日の交通需要は改善する見込みが低 く,地下鉄事業の理想的な営業収入 を確保 して独立採
算で運営することは難 しい状況になっている.し か し,地下鉄 自体の有効性は否定されること
はないであろうか ら,事業としては成立 しな くて も必要とされている地下鉄 を建設 ・維持 して
い く必要がある.そ して,そ のためには図表9に あるように自動車運送事業,海 運事業,航 空





の残額の大半を利用者負担か ら市民全体で賄 う形に変更する必要がある.そ のためには財源確
保のための増税が必要 となり,目的税を採用するのか,課 税対象 をどうするのかなど,税方式
や税負担の考え方について多 くの議論が噴出して しまい,実 現 までに相当長い時間がかかるこ
とが推測される.
欧州では,鉄 道施設は公共財 として整備するという考え方が浸透 していることやEU統 合 と
いう大 きな牽引力によって1991年のEU指 令に基づ きEU加 盟国が鉄道の上下分離政策を推
進 してきたことにより,上下分離方式によるインフラ整備について市民の理解が得 られた.し
かし,日本では,増 税額の決定や限られた財源をどのように使ってい くかについて,自 家用車
を利用 している人 も含めてこれまで以上に検討 しなければならない.そ のため,日 本における
上下分離方式による地下鉄事業の運営は,EUと 同様に強い リーダーシップか大 きな政治判断
がなければ実現性に疑問が生 じるところである.
それに加えて,も し上下分離方式によって鉄道事業者か ら鉄道インフラの固定費負担の開放
または軽減を行えば,鉄 道運行者の市場参入がスムーズに行 うことができるだろうが,裏 返 し
て考えれば,「撤退も容易である.」とい うことになる.東 北 ・上越新幹線の開業時に,航 空各
社は羽田空港か ら花巻空港や新潟空港への路線を容易に撤退 していった.こ れは利用者を失っ
た空港施設が公的機関により設置されていたため,各 空港会社は空港施設の存廃 と費用負担に
直接関与する必要がなかったからである.
これ らのことか ら上下分離方式によるパ ラダイム転換 は,長期スパ ンでの検討を要すること
や鉄道事業への参入 ・撤退のルールを明 らかにする必要があるため容易には成立 しない.
8経 営改革 に向 けて
8.1経 営 資源 のポジシ ョニ ング
利用者の価値観やニーズの多様化 ・高度化 とともに駅のバ リアフリー化やユニバーサルデザ
インによる駅施設整備の必要性が高まり,駅 に求められる機能は大きく変化 しつつある.単 に
利用者を電車に昇降させ るだけでな く多 くの人が交流する拠点 とな り,地域の中核を担 う位置
づけとしても重要性を高めている.こ の ような社会的背景を踏 まえ,経営改革に向けて新たに
駅 に求められる施設や機能を明らかにしてい くこととする.
JR東日本フロンティアサービス研究所が東京70km圏内の12,500人(有効回答10,013人)




でビジネスを展開 したい企業が多すぎるほど手を上げて くることが予測される.そ して,地 下
鉄事業者は停滞する運輸収入を補完する方法 として駅空間を最大 に有効活用するという行動に
移 るが,そ の際に利用者の顧客満足 にも重心 を置 き,利益重視に傾 き過 ぎないようにしなけれ
ばならない.な ぜならば,街 にある業態を駅 に取 り込めば利用者の利便性は向上するが,利 用
者からすると引き寄せ られる魅力 も楽 しい驚 きもないサービスや商品だけの空間に感 じられる
ため必要最低限の消費行動に終わって しまうからである.ま た,市 街で熟成したビジネスは地
下鉄駅構内でも容易に大 きな利益 をもたらすことができるであろうが,導 入 と同時に陳腐化 も
始 まっていることを認識 しておかなければならない.つ まり,市街 に出店 したときよりも効率
の良い売上げになるかもしれないが,新 しさには欠 くものがあり早いスピー ドで陳腐化が進む
ことにより収益 を上げられない店舗 となるリスクが内在しているのである.駅 売店が閉鎖空間
に設置されていることから,利用者に選択の余地がないため売上げ坪単価が高 くなっている.
その指標によって店舗開発担当者は評価されてお り,自己満足の構造 が無意識に潜在 して新た
な店舗改革が難 しい状況にあるとも考えられる.
このようなことか ら,地下鉄事業者は 「地下鉄利用者は,単純 に駅を通過する人」 と考える
のではなく,駅 を新たな賑いスペース と考えて地下鉄駅構内を有効活用する必要がある.そ の




早稲田大学ステーションフォーマ ット研究会が,図 表11のとお り駅のポジションと店舗
立地に着 目し,移動ネッ トワークの中で駅 を基点 として発生する消費を対象 として分析 を
行 っている.
出発駅から目的駅 までの連続 した移動上の駅 とイレギュラーな途中下車駅での主な消費機
能は,乗換駅の 「衝動性 ・待合せ」,途中下車駅の 「話題性,リ フレッシュ,バ ーゲニング」
に比較的強い特徴がある.乗換駅ではホームか らホームへの移動する際に店舗の魅力 に引 き
寄せ られて消費行動につながった り,時間をつぶすために店舗へ入って消費行動を行 うこと
が,途中下車駅では長い移動時間の一休み として消費行動が行われた り,期間限定キャンペー
ンや特売に引き寄せ られて消費行動を行 うことがわかった.
また,駅構内では 「クイックコンビニエンス,待 合せ」,駅周辺では 「チャージ,衝動性」
というように比較的強い消費機能の特徴があることもわかった.
このことから駅構内において発生する消費の多 くは,ワ ンス トップ ・ショッピングができる




但 し,ほ ぼ毎 日,駅構内は同じ通勤通学の利用者が多 くを占めるため,こ のような展開を進
めるにあた り,提供するサービスは 「一度経験 してもらえば,必ずまた利用 してもらえる.」と
いうクオリティの均一 性とリピーターを増やしていく取 り組みが必要である.
(2)SWOT分析
図表12は,地 下鉄事業者の関連事業 をSWOT分析 した結果であ り,次のことが言える.
強み(S)と機会(0)を重視すれば,コ ア ・コンピタンス21)である地下鉄 ネッ トワークに基
づ く経営資源を活用する.す なわち,地 下鉄事業者の経営資産である駅を中心とした人の流れ
があるため,大 量の顧客 を囲い込める駅構内スペースを最大限に活用 し,前項で説明した駅で
の消費機能に着目して新たな関連事業を展開していくこと(チ ャンス領域)に 経営資源を集中
す ることが得策となる.
また,弱 み(W)と 機会(0)に注 目すれば,現在実施している関連事業の拡大を図 り民間活
力 を活用 してい く必要がある.例 えば,地 下鉄事業者の外郭団体 に委託 して行っている売店事
業 について,ア ウ トソーシングや流通業者 と業務提携 を行うことによって,販 売技術の導入や
大量仕入れによるコス ト削減などが期待できるのである.
一方,強み(S)と脅威(T)に ついては,運賃水準 を維持 しながら価格競争力の改善を行 う




しか し,弱み(W)と 脅威(T)におけるリスク領域 については,地下鉄事業者の経営改善計
画 に多 くの提案が記載 されているが,実 行に乏 しいところであり解決策が待たれるところであ
る.強 みを生か しなが ら市場機会 を活用するチャンス領域に経営資源を投入し,弱 みを打ち消





べた上下分離方式によるパラダイム転換の実現困難性から考慮す ると,原則 に戻 り少子 ・高齢
化 によって人口が減少 してい く逆風の中,SWOT分析から導き出されたコア ・コンピタンスの
最大活用を行って本質的な需要増加 を目指 し,潜在 した利用者のニーズを発掘することで増収
策 を打ち出さなければならない.ま た,人 件費を含んだコス ト削減策や職員の意識高揚等の改
善施策 も実施しなければならない.合 理的な経営体質にするため,従 来のように与えられた枠
組みの中で事業を粛々と遂行するのではなく,自 らの問題として地下鉄事業をどのように運営
してい くべ きかについて主体的なプランを考えて,W.E.デミングが考案 したPDCAサイク
ル22)を繰 り返 し実行 し,組織全体の大 きな力 を生み出す経営形態 に移行 していかなければなら
ない.
つまり,組織がラーニング ・オーガニゼイション(学習する組織)に 進化 し,経営管理の仕
組みを整備 した上で,明 確 な経営計画の策定 とこれに基づ く改善施策の検討 ・実施を確実に推
進 していくことが必要である.併 せて,経 営資源であ り,組織の構成要素でもある交通局職員
が高品質なサービスを効率的かつ継続的に提供で きるように育成 していくことも併せて重要で
ある.す なわち,地 下鉄 を利用する人が駅に来ることによって賑わいが生 まれて駅ビジネスが
成立するのであるか ら,鉄道事業のサー ビス内容について も絶えず向上させ る必要があ り,少
子 ・高齢化等の社会構造の変化における運輸収益対策として駅 ビジネスを安定した収入のひと
つ にするために,中 長期的な視点からも有効活用事業の展開を検討する必要がある.
今後は,このような分析結果を踏まえて大手私鉄JR及 び東京メ トロ等の先行事例から得 ら
れる情報を収集 ・分析 し,地下鉄事業者が最大の利益 を享受できるように駅構内ビジネスの展
開方法について研究を進めていく必要がある.な お,地 下鉄事業者に対 して利用者が一番求め
ていることは,「安全で,時 間に正確で,経 済的な価格で,快 適に移動する.」ことであ り,経
営組織が どのように変革しようとも旅客の安全輸送が主体であって,駅 構内を有効活用するこ
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